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※【お断り】講演において演者が示す意見や見解は、講演資料の内容も含めて、演者個人による

ものであり、必ずしも厚生労働省の公的な見解ではない内容が含まれています
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【論点１】人口構成の変革

（“日本型少子高齢化”）

・マクロの急速な少子高齢化

※私見です
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図表３人口ピラミッドの変化：実績1960年, 2010年
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提供：国立社会保障・人口問題研究所森田朗所長

中医協総－２参考

２８.１２.１４より
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2010(平成22)年
1億2,806万人

1872(明治５)年
3,481万人

1721(享保６)年
3,128万人

1600(慶長5)年
1,227万人

人

口

800年(平安初期)
551万人

1280年(鎌倉)
595万人

2060年
8,674万人

2100年
4,959万人

2110年
4,286万人

低位推計

高位推計

日本人口の歴史的推移

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」（1846年までは鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」、1847～1870年は森田優三「人
口増加の分析」、1872～1919年は内閣統計局「明治五年以降我国の人口」、1920～2010年総務省統計局「国勢調査」「推計人口」）2011～
2110年国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年１月推計[死亡中位推計]）．

提供：国立社会保障・人口問題研究所森田朗所長

中医協総－２参考

２８.１２.１４より



将来人口動向：「３つの減少段階」

我が国の人口動向は、大きく「３つの減少段階」を経て、人口減少に至る。

（備考）
１．国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」より作成。
２．2010年の人口を100とし、各年の人口を指数化した。
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老年人口維持・微減、生
産・年少人口減少

【第3段階】
老年人口減少、
生産・年少人口減少（大都市部） （地方の中核市等） （他の地域）

6

中医協総－２参考

２８.１２.１４より



【論点１】人口構成の変革

（“日本型少子高齢化”）

・地域で異なる変化の大きさとスピード

※私見です



・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により

医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料（平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク
中医協総－２参考

２８.１２.１４より



○75歳以上人口は、多くの都道府県で2025 年頃までは急速に上昇するが、その後の上昇は緩やかで、
2030 年頃をピークに減少する。
※2030年、2035年、2040年でみた場合、2030年にピークを迎えるのが34道府県、2035年にピークを迎えるのが9県
※沖縄県、東京都、神奈川県、滋賀県では、2040年に向けてさらに上昇

○2015年から10年間の伸びの全国計は、1.32倍であるが、埼玉県、千葉県では、1.5倍を超える一方、
山形県、秋田県では、1.1倍を下回るなど、地域間で大きな差がある。

７５歳以上人口の将来推計（平成２７年の人口を１００としたときの指数）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成

全国

沖縄県（2040年に向けて上昇）

埼玉県（2025年の指数が

全国で最も高い）

東京都（2040年に向けて上昇）

山形県（2025年の指数が

全国で最も低い）

島根県（2035年以降の指数

が全国で最も低い）
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次期介護保険事業計画の始まる２０１５年から2025年までの各地域の高齢化

中医協総－２参考

２８１２１４より
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高齢者人口（65歳以上）の増加数
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東京都、神奈川県、大阪府、埼玉県、愛知県、
千葉県、北海道、兵庫県、福岡県で、

全体の増加数の約６０％

出典：国勢調査（平成17年）
国立社会保障人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成19年5月推計）」

』（平成19年5月推計）

中医協総－２参考

２８.１２.１４より



【論点２】医療資源の現状と課題

・サービス利用者と提供者のバランス

・サービス提供に必要な財源（財政）

※私見です
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出所）総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）

1990年(実績) 2025年 2060年

○日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、
少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

2010年(実績)

65歳～人口

0～64歳人口

１人
５．１人

１人
１．８人

１人
１．２人

１人
２．６人

人口ピラミッドの変化（1990～2060年）

団塊ジュニア世代
（1971～74年
生まれ）

75歳～
597( 5%)

65～74歳
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65～74歳
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4, 105(47%)
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1, 104(13%)

総人口
8, 674万人

歳 歳 歳 歳

万人 万人 万人

団塊世代
（1947～49年
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団塊
の
世代

団塊
の
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団塊
の
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支え手の減少
【マンパワー＋財政負担】

中医協総－２参考

２８.１２.１４をもとに演者が加筆修正



図表15 人口ボーナスと人口オーナス

資料：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本

の将来推計人口（平成24年１月推計[出生中位・死亡中位推計]）」
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36.1 %
(2.77人)

2010年
20.6 %
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78.4 %
(1.28人)

2060年
17.9 %

1980年
13.5 %
(7.40人)

1980年
34.9 %

38

提供国立社会保障人口問題研究所森田朗所長

※従属人口指数（％）＝(0～14歳人口＋65歳以上人口)/(15～64歳人口)×100 

老年人口：
65歳以上人口

年少人口：
0～14歳人口

中医協総－２参考

２８.１２.１４より



１）平成27年度までは決算、平成28年度は２次補正後予算による。
２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の減少を補うための
税特例公債、平成23年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成24年度及び25年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するための年金特例公債を除いている
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の減少等により歳出と歳入の差額が拡大し、その差は借金である国債（建設国債・特例国債）の発行によって賄われている。

中医協総－２参考

２８.１２.１４より



【論点３】ケアニーズの変化と多様性

・疾病構造の変遷

・ライフスタイルの変化

・自立度とケアの多様性

※私見です



我が国における疾病構造

我が国の疾病構造は感染症から
生活習慣病へと変化。

生活習慣病は死亡割合の約６割

※生活習慣病関連疾患に係る医療費は、医科診療医療費（28.3兆円）の約３割（8.9兆円）を占める。（出所）「平成24年度国民医療費」

悪性新生物

28.7%

心疾患

15.8%
脳血管疾患

9.7%

糖尿病

1.2%

高血圧疾患

0.6%

その他

44%

死因別死亡割合（平成２４年）

生活習慣病・・・57.2％

（出所）「平成24年度人口動態統計」

COPD

1.3％

（出所）「人口動態統計（1947～2011年）」

主な疾患別の死亡率の推移
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中医協総－２参考

２８.１２.１４より



６５歳時の平均余命の推移
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平成27年「簡易生命表の概況」参考資料２主な年齢の平均余命の年次推移より作成

中医協総－２参考

２８.１２.１４より
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中医協総－２参考

２８.１２.１４より



（1,000世帯）世帯主が65歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計
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世帯主が65歳以上の夫婦のみの世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯数

世帯主が65歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯の世帯数全体に占める割合

世帯主が65歳以上の単独世帯や夫婦のみの
世帯が増加していく。

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推
計）

（平成25（2013））年1月推計）」より作成

2012年 2025年

（括弧内は65歳以上人口対比）

462万人
(15% )

約700万人
(約20%)

※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関
する研究」（平成26年度厚生労働科学研究費補助金特
別研究事業九州大学二宮教授）による速報値

65歳以上高齢者のうち、認知症高齢者が
増加していく。

認知症高齢者の増加 独居・夫婦のみ世帯の増加

19
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自立度の変化パターン
－全国高齢者20年の追跡調査ー

男性

年齢

GraduateDecline

(70.1%)EarlyDecline

(19.0%)

Resilient(10.9%)

0

1

2

3

63-65 66-68 69-71 72-74 75-77 78-80 81-83 84-86 87-89

(70.1%)

(10.9%)

(19.0%)

自立

手段的日常
生活動作に
援助が必要

基本的＆手
段的日常生
活動作に援
助が必要

死亡

出典）秋山弘子長寿時代の科学と社会の構想『科学』岩波書店, 2010

早期自立度低下パターン 緩やかな自立度低下パターン

高い自立度維持パターン

中医協総－２参考
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女性

年齢

Graduate 

Decline(87.9%)

0

1

2

3

63-65 66-68 69-71 72-74 75-77 78-80 81-83 84-86 87-89

緩やかな自立度低下パターン

早期自立度低下パターン

(87.9%)

(12.1%)

自立度の変化パターン
－全国高齢者20年の追跡調査ー

自立

手段的日常
生活動作に
援助が必要

基本的＆手
段的日常生
活動作に援
助が必要

死亡

出典)  秋山弘子長寿時代の科学と社会の構想『科学』岩波書店, 2010

中医協総－２参考
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（単位：万人）

（出典：介護保険事業状況報告）

２１８

２５８

３０３

３４９
３８７
４１１
４３５
４４１４５５

４８７
４６９

注１）陸前高田市、大槌町、女川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。

５０８
５３３

注２）楢葉町、富岡町、大熊町は含まれていない。

（注１）（注２）

要介護度別認定者数の推移
要介護（要支援）の認定者数は、平成２５年４月現在５６４万人で、この１３年間で約２．５９倍に。このうち
軽度の認定者数の増が大きい。また、近年、増加のペースが再び拡大。

５６４

中医協総－２参考
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【論点４】急速な技術革新

（イノベーション）

・高い効果をもたらす高額技術の出現

・ビッグデータやICT等利活用の進展

※私見です



製品名 一般名 主な薬効等メーカー名
売上高
（百万ドル）

前年比
伸び率

1 ﾋｭﾐﾗ ｱﾀ゙ﾘﾑﾏﾌ゙
関節ﾘｳﾏﾁ
/ｸﾛーﾝ病

ｱｯｳ゙ｨ/ｴーｻ゙ｲ 12,902 17%

2
ｿﾊ゙ﾙﾃ゙ｨ
/ﾊーﾎ゙ﾆ

ｿﾌｫｽﾌ゙ﾋ゙ﾙ/ﾚ
ﾃ゙ｨﾊ゚ｽﾋ゙ﾙ

慢性C型肝炎
ｷ゙ﾘｱﾄ゙･ｻｲｴﾝ
ｼｽ゙

12,410 NEW

3 ﾚﾐｹーﾄ゙ ｲﾝﾌﾘｷｼﾏﾌ゙
関節ﾘｳﾏﾁ J&J/ﾒﾙｸ

9,909 2%
/ｸﾛーﾝ病 /田辺三菱

4ｴﾝﾌ゙ﾚﾙ ｴﾀﾈﾙｾﾌ゚ﾄ
関節ﾘｳﾏﾁ ｱﾑｼ゙ｪﾝ

8,927 2%
/ｸﾛーﾝ病 /ﾌｧｲｻ゙ー/武田

5 ﾘﾂｷｻﾝ ﾘﾂｷｼﾏﾌ゙
抗がん剤
/抗ﾘｳﾏﾁ

ﾛｼｭ/ﾊ゙ｲｵｼ゙ｪﾝ 8,744 ▲2%

6 ﾗﾝﾀｽ ｲﾝｽﾘﾝｸ゙ﾗﾙｷ゙ﾝ
糖尿/ｲﾝｽﾘﾝｱ
ﾅﾛｸ゙

ｻﾉﾌｨ 8,432 12%

7 ｱﾊ゙ｽﾁﾝ ﾍ゙ﾊ゙ｼｽ゙ﾏﾌ゙
転移性結腸が
ん

ﾛｼｭ
7,021 6%

/中外製薬

8 ﾊーｾﾌ゚ﾁﾝ ﾄﾗｽﾂｽ゙ﾏﾌ゙ HER2乳がん
ﾛｼｭ

6,865 7%
/中外製薬

9
ｱﾄ゙ｴｱ ｻﾙﾒﾃﾛーﾙ 抗喘息

/COPD
GSK/ｱﾙﾐﾗﾙ 6,620 ▲24%

/ｾﾚﾀｲﾄ゙ /ﾌﾙﾁｶｿ゙ﾝ

10ｸﾚｽﾄーﾙ ﾛｽﾊ゙ｽﾀﾁﾝ
高脂血症
/ｽﾀﾁﾝ

塩野義
6,372 ▲5%

/ｱｽﾄﾗｾ゙ﾈｶ

11ｼ゙ｬﾇﾋ゙ｱ
ｼﾀｸ゙ﾘﾌ゚ﾁﾝ
/配合剤

2型糖尿病
/DPP4

ﾒﾙｸ/小野薬品
/ｱﾙﾐﾗﾙ

6,355 1%

12ｴﾋ゙ﾘﾌｧｲ
ｱﾘﾋ゚ﾌ゚ﾗｿ゙ーﾙ
(経口)

総合失調症
大塚製薬
/BMS

5,928 17%

13ﾘﾘｶ ﾌ゚ﾚｶ゙ﾊ゙ﾘﾝ
神経疼痛 ﾌｧｲｻ゙ー

5,389 12%
/てんかん /ｴーｻ゙ｲ

14
ﾚﾌ゙ﾘﾐｯﾄ゙

ﾚﾅﾘﾄ゙ﾐﾄ゙ 多発性骨髄腫ｾﾙｼ゙ーﾝ 4,980 16%
/ﾚﾌ゙ﾗﾐﾄ゙

15
ﾉﾎ゙ﾗﾋ゚ｯﾄ゙ ｲﾝｽﾘﾝｱｽﾊ゚ﾙﾄ/

混合
糖尿/ｲﾝｽﾘﾝｱ
ﾅﾛｸ゙

ﾉﾎ゙･ﾉﾙﾃ゙ｨｽｸ 4,871 3%
/ﾉﾎ゙ﾐｯｸｽ

製品名 一般名 主な薬効等メーカー名
売上高
（百万ドル）

前年比
伸び率

ｿ゙ｺーﾙ(ﾘﾎ゚ﾊ゙ｽ) ｼﾝﾊ゙ｽﾀﾁﾝ 高脂血症薬ﾒﾙｸ 6,670 26%

ﾘﾋ゚ﾄーﾙ ｱﾄﾙﾊ゙ｽﾀﾁﾝ 高脂血症薬ﾌｧｲｻ゙ー 6,449 28%

ｵﾒﾌ゚ﾗーﾙ/
ﾌ゚ﾘﾛｾ゙ｯｸ

ｵﾒﾌ゚ﾗｿ゙ーﾙ 抗潰瘍剤PPI ｱｽﾄﾗｾ゙ﾈｶ 5,684 ▲7%

ﾉﾙﾊ゙ｽｸ ｱﾑﾛｼ゙ﾋ゚ﾝ
降圧剤Ca拮抗
剤

ﾌｧｲｻ゙ー 3,582 7%

ﾒﾊ゙ﾛﾁﾝ/
ﾌ゚ﾗﾊ゙ｺーﾙ

ﾌ゚ﾗﾊ゙ｽﾀﾁﾝ 高脂血症薬三共/BMS 3,509 5%

ﾌ゚ﾛｸﾘｯﾄ/
ｴﾌ゚ﾚｯｸｽ

ｴﾎ゚ｴﾁﾝｱﾙﾌｧ腎性貧血 J&J 3,430 27%

ﾀｹﾌ゚ﾛﾝ ﾗﾝｿﾌ゚ﾗｿ゙ーﾙ 抗潰瘍剤PPI
武田薬品/
TAP

3,212 25%

ｸﾗﾘﾁﾝ/D ﾛﾗﾀｼ゙ﾝ 抗ﾋｽﾀﾐﾝ剤ｼｪﾘﾝｸ゙･ﾌ゚ﾗｳ 3,159 5%

ｾﾚﾌ゙ﾚｯｸｽ ｾﾚｺｷｼﾌ゙ Cox2阻害剤ﾌｧﾙﾏｼｱ 3,114 19%

ｼ゙ﾌ゚ﾚｷｻ ｵﾗﾝｻ゙ﾋ゚ﾝ 精神分裂病薬ｲーﾗｲ･ﾘﾘー 3,087 31%

ｸ゙ﾙｺﾌｧーｼ゙ ﾒﾄﾌｫﾙﾐﾝ 糖尿病薬 独ﾒﾙｸ/BMS 2,682 55%

ｾﾛｸｻｯﾄ/
ﾊ゚ｷｼﾙ

ﾊ゚ﾛｷｾﾁﾝ 抗うつ剤SSRI
ｸ゙ﾗｸｿ･ｽﾐｽｸﾗ
ｲﾝ

2,674 16%

ﾊ゙ｲｵｯｸｽ ﾛﾌｪｺｷｼﾌ゙ Cox2阻害剤ﾒﾙｸ 2,555 18%

ｿ゙ﾛﾌﾄ ｾﾙﾄﾗﾘﾝ 抗うつ剤SSRI ﾌｧｲｻ゙ー 2,366 11%

ｴﾎ゙ｼ゙ｪﾝ(ｴｽ
ﾎ゚ー)

ｴﾎ゚ｴﾁﾝｱﾙﾌｧ腎性貧血 ｱﾑｼ゙ｪﾝ 2,150 10%

○2001年と2014年の世界売上げ上位品目を比較すると、近年は、１品目の売上高が大きく増加している。また、バ
イオ医薬品の占める割合が増加している。

世界売上上位15品目（2001年・2014年）

2001年 2014年

※網掛けはバイオ医薬品。下線は抗体医薬品。
出所：ユートブレーン（ファルマ・フューチャー2002 NO.136）、ゼジデム・ストラテジックデータ（株）ユート・ブレーン事業部刊「Pharma Future（2015年５月号）」をもとに厚生労働

中医協総２参考
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外用薬
０.１１％

高齢化の影響
１.２％

その他
(医療の高度化等)
２.７％

人口増の影響
▲０.１％

医療費の伸びの分解まとめ（平成２７年度）

年度医
療費
の伸び
３.８％

医科入院
０.２％

医科入院外
＋調剤
２.４％

医科入院外
０.９％

調剤
１.５％

その他
歯科、訪問看護、
療養費等

技術料
０.１１％

薬剤料
１.４０％

内服薬
１.２２％

注射薬
０.０６％

血液・体液用薬
０.０６％

①２７年度医療費
全体を分解

②その他の伸びを
診療種別に分解 ③調剤の伸びを分解

④薬剤料の伸びを
薬効分類に分解

化学療法剤
０.７７％

その他の
代謝性医薬品
０.１４％

中枢神経系用薬
０.１２％

腫瘍用薬
０.０９％

その他
０.２２％

25
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保健医療分野におけるＩＣＴ活用推進懇談会提言書（概要）抜粋 中医協総－２参考
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＜検討の視点＞



対応する主な医療政策医療を取り巻く状況・課題

Ⅰ.日本型高齢社会の到来
・急速な少子高齢化と人口減
・地域で異なる高齢化の実相

今後の主な医療政策のアウトライン

Ⅱ.社会保障の持続性確保
・経済成長と財政健全化
・サービス提供人材の確保
・医療費増加要因とその対応

Ⅲ.技術革新と医療の高度化
・高い効果で高額な技術
・医療の質と生産性の向上

❷地域医療構想の策定と実現
・地域の“あるべき医療の姿”を共有
・関係者調整と自主的取組で実現
・体制整備のための資源確保

❶地域包括ケアシステムの構築
・生活視点を踏まえた医療への転換
・介護や地域づくりとの連携
・医療を含む「ご当地システム」構築

❸医療サービスの適正評価
・医療の必要性に応じた資源配置
・費用対効果も含めた薬価等の改革
・効果や価値（データ）に基づく評価

※私見
です



29

Ⅱ医療・介護分野の改革
１改革が求められる背景と社会保障制度改革国民会議の使命
（３）改革の方向性（抜粋）

■急性期から亜急性期、回復期等まで、患者が状態に見合った病床でその状態にふさわしい
医療を受けることができるよう、急性期医療を中心に人的・物的資源を集中投入し、入院期間を
減らして早期の家庭復帰・社会復帰を実現するとともに、受け皿となる地域の病床や在宅医療・
在宅介護を充実させていく必要がある。この時、機能分化した病床機能にふさわしい設備人員
体制を確保することが大切であり、病院のみならず地域の診療所をもネットワークに組み込み、
医療資源として有効に活用していくことが必要となる。

２医療・介護サービスの提供体制改革
（４）遺漏と介護の連携と地域包括ケアシステムというネットワークの構築（抜粋）

■この地域包括ケアシステムは、介護保険制度の枠内では完結しない。例えば、介護ニーズと
医療ニーズを併せ持つ高齢者を地域で確実に支えていくためには、訪問診療、訪問口腔ケア、
訪問看護、訪問リハビリテーション、訪問薬剤指導などの在宅医療が、不可欠である。自宅だけ
でなく、高齢者住宅に居ても、グループホームや介護施設その他どこに暮らしていても必要な医
療が確実に提供されるようにしなければならず、かかりつけ医の役割が改めて重要となる。そし
て、医療・介護サービスが地域の中で一体的に提供されるようにするためには、医療・介護の
ネットワーク化が必要であり、より具体的に言えば、医療・介護サービスの提供者間、提供者と
行政間など様々な関係者間で生じる連携を誰がどのようにマネージしていくかということが重要
となる。

（社会保障制度改革国民会議報告書抜粋）
平成２５年８月６日

社会保障制度改革国民会議

社会保障制度改革国民会議報告書



＜地域包括ケアシステム＞
（人口１万人の場合）

通院

訪問介護
・看護

・グループホーム
（17→37人分）
・小規模多機能
（0.22か所→２か所）
・デイサービスなど

退院したら

住まい

自宅・ケア付き高齢者住宅

老人クラブ・自治会・介護予防・生活支援等

生活支援・介護予防

医療
介護

・在宅医療等
（１日当たり
17→29人分）
・訪問看護
（１日当たり
31→51人分）

・24時間対応の定期巡
回・随時対応サービス
（15人分）

・介護人材
(219→
364～383人

通所

在宅医療
・訪問看護

※地域包括ケア
は、人口１万人程
度の中学校区を単
位として想定

※数字は、現状は2012年度、目標は2025年度のもの

改革のイメージ

病気になったら

・医療から介護への
円滑な移行促進
・相談業務やサービス
のコーディネート

元気でうちに
帰れたよ

亜急性期・回復期
リハビリ病院

救急・手術など高度医療

集中リハビリ
→早期回復

早期退院

（人員１.6倍
～2倍）

急性期病院

日
常
の
医
療

地域の病院、拠点病院、回復期病院の役割
分担が進み、連携が強化。
発症から入院、回復期、退院までスムーズ
にいくことにより早期の社会復帰が可能に

包括的
マネジメント

・在宅医療連携拠点
・地域包括
支援センター
・ケアマネジャー

かかりつけ医

地域の連携病院

■高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療強化
■在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・
介護サービスが受けられる社会へ

平成24年1月6日政府与党社会保障改革本部厚生労働大臣提出資料「社会保障税一体改革で目指す将来像」より抜粋数値を一部時点修正

改革の方向性医療・介護サービスの強化



医療機能の分化・連携と、地域包括ケア
システムの構築を一体的に推進

平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成３０年

同時改定

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金

総合確保方針

医療計画
基本方針

病床機能報告

医療介護
総合確保法

改正医療法

改正介護保険法

総合確保方針

介護保険事業
（支援）計画策
定

医
療
計
画

策
定

介
護
保
険
事
業

支
援

計
画
策
定

介護保険事業
計画基本指針

介護保険事業
計画基本指針

・2025年度までの

将来見通しの策
定

介護報酬改定 診療報酬改定

基金造成・執行

地域医療構想（ビジョン）の策定

第6期介護保険事業（支援）計画に位置付けた施策の実施

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策

・介護サービスの拡充／・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア会議、認
知症施策、生活支援・介護予防等の推進

第6次医療計画 第７次医療計画
第７期介護保険
事業計画第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

病床機能分化・
連携の影響を
両計画に反映

医療保険制度改革法案の成立
（平成２７年５月２７日）

必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる

地域医療構想の
ガイドライン（年度末）

・医療保険制度の財政基盤の安定化
・保険料に係る国民の負担に関する公平の確保
・保険給付の対象となる療養の範囲の適正化 等

医療保険制度改革

医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール

病床機能報告 病床機能報告

＋

病床機能報告
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ご清聴ありがとうございました



介護・医療改革の行方～2018年に向けて～
【補足資料（追加）】

平成２９年1月１１日医療介護福祉政策研究フォーラム

平成29年新春座談会

厚生労働省保険局医療課長

迫井正深

1

※【お断り】講演において演者が示す意見や見解は、講演資料の内容も含めて、演者個人による

ものであり、必ずしも厚生労働省の公的な見解ではない内容が含まれています



私見です 私見です



Ⅰ．Time Frame 地域に応じて考慮すべき３つの時間軸

○現時点でのサービス需給ミスマッチの改善【短期】

○マクロの2025年に象徴される需要拡大のピークに向けた体制整備【中期】

○2040年以降のマクロ縮小トレンドに向けた円滑な移行（“助走”）【長期】

Ⅱ．構造改革の必要性（体制転換と生産性向上）

○基本構図は❶需給ミスマッチに対応する体制転換（Transformation）と、❷サー
ビス需要（質・量）増大と資源縮小に対する生産性向上（Service Innovation）

○既存の資源・枠組みを活かしつつも、構造的な改革やICT・Data利活用も含めた
イノベーション導入等によるBreakthroughが不可欠

（他の産業分野と同様、社会とともに取り組む課題）

Ⅲ．社会や地域（生活）の視点を踏まえた医療介護サービス（質）の改善

○❸生活視点によるサービスの転換と地域力・セルフケアを重視したサービス連
携や予防等の推進

○皆保険の維持・国民負担の軽減を踏まえた、❹イノベーション導入を含む費用
対効果を重視したサービスの改善

3

2018年に向けた“骨太の”論点 （私見です）



考えられる具体的な対応の例（イメージ）】

＜❶サービス提供体制の転換の例＞

地域における入院サービスと居宅サービス（外来・在宅）のバランス見直し

（高度）急性期機能から回復期・慢性期機能への転換

＜❷サービス提供効率（生産性）の向上の例＞

ICT等を活用した遠隔医療・在宅医療の導入

情報管理手順・様式やサービス評価手法の見直しによる効率化

多職種連携やチーム医療の推進によるサービスの効率的な提供

＜❸生活視点と地域力・セルフケアの重視（サービス連携や予防等の推進）の例＞

生活機能を重視したリハビリテーションの推進

居宅生活に即した看取り・人生の最終段階の支援

＜❹費用対効果を重視したイノベーションの導入・サービス改善の例＞

薬価制度の抜本改革と費用対効果評価の早期導入

データヘルスを活用した予防の推進 4

2018年に向けた“骨太の”論点：対応の具体例 （私見です）


